
平成２３年第１回北海道議会臨時会提案補正予算について

（単位 千円）

１ 今回提案する歳入歳出補正予算は、次のとおりである。

一 般 会 計 ２，３１９，１２２

特 定 財 源 １，２９３，６４４
一 般 財 源 １，０２５，４７８

特 別 会 計 ０

合 計 ２，３１９，１２２

（ 参 考 ）
（一 般 会 計） （特 別 会 計） （ 計 ）

前回までの計上額 2,512,382,196 583,937,546 3,096,319,742
今 回 計 上 額 2,319,122 0 2,319,122
合 計 2,514,701,318 583,937,546 3,098,638,864

２ 一般会計における財源は、次のとおりである。

特 定 財 源

分担金及び負担金 ５３７，９６７
国 庫 支 出 金 ５８４，４７７
諸 収 入 ３１，２００
道 債 １４０，０００

一 般 財 源

地 方 交 付 税 １，０２５，４７８

一 般 会 計 款 別 計 上 額
（単位 千円）

歳 入 歳 出

地 方 交 付 税 １，０２５，４７８ 総 務 費 ９，０００

分担金及び負担金 ５３７，９６７ 総 合 政 策 費 ４８６，３７３

国 庫 支 出 金 ５８４，４７７ 環 境 生 活 費 １，３１１

諸 収 入 ３１，２００ 保 健 福 祉 費 ７２７，３４３

道 債 １４０，０００ 経 済 費 ５，０００

水 産 林 務 費 １１６，９１９

教 育 費 ７３，１７６

災 害 復 旧 費 ７００，０００

予 備 費 ２００，０００

計 ２，３１９，１２２ 計 ２，３１９，１２２



平成２３年第１回北海道議会臨時会提案補正予算の概要

（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

漁家経済振興対策事業費 9,794 被災した漁業者の早期操業再開のため、系統団体と
（東北地方太平洋沖地震漁業災害 連携し、道が利子補給することで、低利な長期資金を
融資事業利子補給金） 供給する。

債務負担行為 対 象 者 東北地方太平洋沖地震の被害を受けた漁業者
【新規】 87,632 資金使途 漁船及び養殖施設等の整備、運転資金

限 度 額 １千万円
融 資 枠 20億円
末端金利 0.65％
償還期間 10年以内（据置３年以内）

漁家経済振興対策事業費 28,125 漁業近代化資金の融資枠の拡大
（漁業近代化資金利子補給金） 資金使途 漁船及び養殖施設の整備

債務負担行為 限 度 額 9千万円又は3億6千万円(20t超)
192,625 融 資 枠 35億円→65億円

末端金利 1.60％
現計予算額 償還期間 15年以内（据置３年以内）

335,375

漁港災害復旧事業費 700,000 被災した20漁港の災害復旧事業
漁港名 市町村 漁港名 市町村 漁港名 市町村

現計予算額 豊 浦 豊浦町 冬 島
様似町

大 津 豊頃町
216,134 有 珠 伊達市 旭 厚 内 浦幌町

伊 達 笛 舞 白 糠 白糠町
鵡 川 むかわ町 歌 別 厚 岸

厚岸町
富 浜 東 洋 えりも町 厚岸海岸

門 別 日高町 庶 野 散 布 浜中町
ち り っ ぷ

厚 賀 目 黒

災害調査費 29,000 漁港災害復旧事業の国庫補助申請に必要な調査設計
等に要する経費（20漁港）

現計予算額
14,000

漁港整備事業費（公共関連単独） 50,000 補助災害復旧事業で採択されない、小規模修繕に要
する経費（17漁港）

現計予算額 漁港名 市町村 漁港名 市町村 漁港名 市町村
391,000 八 雲 八雲町 荻 伏 浦河町 昆布森 釧路町

豊 浦 豊浦町 冬 島
様似町

厚 岸
厚岸町

伊 達 伊達市 旭 床 潭
と こ た ん

鵡 川 むかわ町 音 調 津 広尾町 散 布 浜中町
お しらべ つ ち り っ ぷ

静 内 新ひだか町 旭 浜 大樹町 落 石 根室市
東静内 大 津 豊頃町

中小企業総合振興資金貸付金 既 決 対 応 東北地方太平洋沖地震災害等関連特別貸付の創設
対 象 者 １ヶ月間の売上高等前年同期比20%以上減等

現計予算額 資金使途 運転資金（借換資金含む）
179,712,000 限 度 額 １億円以内

融資利率 1.3％～1.5％
償還期間 10年以内（据置３年以内）

中小企業支援対策費 5,000 経営の立て直しに向けた緊急的な支援を行うため、
（中小企業等緊急経営支援事業 緊急経営相談会等を実施する。

費） 区 分 概 要
緊急経営相談会 道内１４ヵ所（４月実施）

【新規】 巡回企業等訪問 緊急経営相談会参加企業等のフォローアップ



（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

消費生活向上対策事業費 1,311 商品の需給状況や価格動向の調査を定期調査(月１
(物価、消費生活モニター運営 回)に加えて、臨時的に実施する。

費) 現計予算額 調査項目 生鮮食品等の生活関連重要商品(45品目)
8,130 調査期間 ４月（３回）

地域づくり推進費 既 決 対 応 市町村等が実施する震災関連に係る取組みに対し、
（地域づくり総合交付金） 必要に応じて、地域づくり推進事業や特定課題対策事

現計予算額 業を活用して支援する。
270,000

社会福祉事業費 360,000 道内の被災者及び道内の公営住宅に入居した道外被
(特別緊急小口資金貸付事業費 災者に対し、生活に必要な家具什器等の準備に要する
補助金) 経費等を支援するため、資金の貸付を行う北海道社会

【新規】 福祉協議会に貸付原資を補助する。
区 分 概 要

実施主体 (福)北海道社会福祉協議会
補 助 率 道 10/10
貸付要件 ・緊急小口資金を利用してもなお不足する者

･道外被災者で道内公営住宅に緊急避難的入居した者
貸付限度 30万円以内(緊急小口資金 １０～２０万円に上乗せ貸付)
償還期間 緊急小口資金返済後2年以内
貸付利息 無利子

＜イメージ＞
緊急小口資金 特別緊急小口資金 総貸付額

10万円以内 30万円以内 40～50万円
(4人世帯以上 20万円) 以内

１年据置 ２年以内償還 緊急小口資金返済後 ２年以内償還 (償還５年以内）

公立高等学校生徒奨学事業費 31,200 地震被害により経済的に就学困難となる生徒に対し、
（公立高等学校奨学資金貸付金） 学資資金を貸付するための経費

現計予算額 貸与人数 道内30人 道外100人 計130人
5,697,440 貸与月額 20,000円（平均単価）

貸与月数 12月（年間分）

生徒指導費・学校保健費 41,976 地震被害により精神的に不安を抱えている児童生徒
（児童生徒の心のケア対策費） に対する「心のケア」に要する経費

現計予算額 区 分 内 容 金 額
169,066 ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ活用事業 児童生徒へのｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ等 23,240

専門医派遣事業 教職員及び保護者への指導助言等 5,802
退職養護教諭派遣事業 児童生徒への健康相談､保健指導等 9,981
ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ派遣事業 被災者に対する関係機関等の連携支援 2,846
臨時健康診断事業 学校医による生徒への内科健診 107

計 41,976

障がい者対策推進事業費 1,899 精神保健福祉センターにおいて、道内に避難した被
（災害時こころの健康相談事業 災者を対象に「災害時こころの健康電話相談」を行
費） う。

なお、電話相談が困難な者に対しては、ＦＡＸ・電
【新規】 子メールなどの活用により個別の支援を行う。

区 分 概 要 金 額
相談員設置 臨床心理士及び精神保健福祉士の配置（各１ 1,791

名）
ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ 9時～17時(毎日)を想定 88
広報事務 チラシ作成等 20

計 1,899



（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

保健所管理費 18,250 放射線量スクリーニング検査に必要な機器等を整備
（施設整備費(医療機器整備費)） する。

現計予算額 区 分 概 要 金 額
2,636 放射線量測定機器購入 測定機器の配置 9,250

除 染 業 務 除染に必要な物品等の整備 2,250
従事者装備 ポケット線量計、マスク等 6,750

計 18,250

ＤＭＡＴ・ドクターヘリ活動関連 13,487 被災者の救援のためのＤＭＡＴ(災害派遣医療ﾁｰ
経費 ﾑ)、ドクターヘリの活動に係る経費を負担する。

区 分 概 要 金 額
【新規】 ＤＭＡＴ 14ﾁｰﾑの活動に必要な旅費等 12,187

ﾄﾞｸﾀｰﾍﾘ 活動に必要な燃料等 1,300
計 13,487

道外被災地支援保健医療福祉スタ 333,707 国等からの要請により、被災地への人的支援として
ッフ派遣経費 道職員等の派遣を行う。

区 分 体 制(想定) 金 額
【新規】 健康相談 保健師等4人2ﾁｰﾑ 20,416

心のケア 精神科医等4人 13,674
原発避難住民除染等 医師等3人 8,656
児童相談 児相職員等4人 11,216
介護職員 民間介護職員４人５チーム 56,080
医療救護 民間医師等５人５チーム 223,665

計 333,707

道外被災県緊急支援対策費 495,373 被災県の被災者に対する支援
区 分 内 容 金 額

【新規】 相談窓口 企業、被災者等の問合せ対応 2,000

救援物資
救援物 物資の受付、仕分け等の

提 供 資受付 業務委託 53,600
輸 送 被災地への救援物資輸送

職員派遣
生活支援等のため、被災県へ派遣

旅 費 派 遣 体制：20人/班、１週間 40,773
見 込 期間：４ヶ月(17週)

被災者の
想定規模：10,000人

道内受入
大型バス借り上げ、フェリー 88,000
代、職員添乗旅費
被災県からの要請により、宿泊

借上避難
施設を借り上げ被災者を受入

所開設
滞 在 原則２ヶ月以内 150,000
期 間 (避難所開設の目安)
見込等 30泊×1,000人
宿泊施設が公営住宅入居予定被災
者を無償受け入れした場合に補助

公住入居 滞 在 原則３日以内
152,000

つなぎ対策 期 間 (公住入居準備期間)
補助額 @5/人泊(３食提供）
等 利用見込:3泊×10,000人

防災諸費 災害見舞金 9,000

予備費 200,000 災害等、緊急的な事案に対応するため、予備費の増
額を行う。

現計予算額
200,000


